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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第45期

第１四半期累計期間
第46期

第１四半期累計期間
第45期

会計期間
自  平成23年２月１日
至  平成23年４月30日

自  平成24年２月１日
至  平成24年４月30日

自  平成23年２月１日
至  平成24年１月31日

売上高 (千円) 2,414,465 1,934,443 9,046,324

経常利益又は経常損失(△) (千円) 254,157 △7,171 374,061

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) 140,813 △7,113 153,106

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 456,300 456,300 456,300

発行済株式総数 (株) 4,098,000 4,098,000 4,098,000

純資産額 (千円) 4,640,921 4,614,646 4,668,986

総資産額 (千円) 6,907,610 6,602,269 6,733,040

１株当たり四半期(当期)
純利益又は四半期純損失(△)

(円) 35.73 △1.81 38.85

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 12.50

自己資本比率 (％) 67.2 69.9 69.3

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計期間にかかる主要な経常指標等の推移

については、記載しておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益は、持分法の対象となる重要な関連会社がないため記載しておりません。

４　第45期第１四半期累計期間及び第45期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式
がないため記載しておりません。

５　第46期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失で

あり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による景気停滞から徐々に回復が見

られる一方で、欧州の債務危機による世界経済の減速や円高の長期化、原油価格の高騰や電力供給不安等に

より景気の先行きは不透明な状況が続いております。

建設業界におきましては、東日本大震災からの復旧、復興需要が見込まれるものの、その他公共工事の削

減や、民間設備投資の低迷による価格競争の激化から受注環境は依然として厳しい状況で推移しておりま

す。 

このような状況のなかで当社は、営業エリア拡大のため２月より金沢営業所を開設、愛知県清須市からの

元請工事受注、新たな営業種目と考える軽量盛土擁壁工の一種であるＮ-ＳＰＣ工法の施工権を取得し、工

事受注及び施工実績を伸ばしております。また、現在施工中の工事のうち損失が見込まれる物件があるため

引当金を計上いたしました。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高につきましては、19億34百万円(前年同四半期比４億80百万円

減少)となりました。

損益につきましては、営業損失は17百万円(前年同四半期比２億61百万円減少)、経常損失は７百万円(前

年同四半期比２億61百万円減少)、四半期純損失は、７百万円(前年同四半期比１億47百万円減少)となりま

した。 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

特殊土木工事等事業における、当第１四半期累計期間の完成工事高につきましては、工事進行基準によ

り、ＴＲＤ工法の大型地中連続壁工事等が売上計上されたため10億18百万円(前年同四半期比４億53百万円

減少)となり、工事損失引当金の計上により、セグメント損失は20百万円(前年同四半期比２億74百万円減

少)となりました。

住宅関連工事事業における、当第１四半期累計期間の完成工事高につきましては、主営業エリアでの住宅

着工率低下に伴い、９億14百万円(前年同四半期比27百万円減少)となり、原価の圧縮に努めたことなどが要

因となり、セグメント利益は２百万円(前年同四半期比12百万円増加)となりました。

機械製造販売等事業における、当第１四半期累計期間の売上高につきましては、特殊建設機械部材の製作

を受注した為、１百万円(前年同四半期比０百万円増加)となり、セグメント利益は０百万円(前年同四半期

比０百万円増加)となりました。
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(2) 財政状態の分析

(資産) 

当第１四半期会計期間末における資産合計は、66億２百万円となり、前事業年度末に比べ１億30百

万円の減少となりました。その主な要因は、現金預金が４億２百万円減少したこと等によります。

(負債)

当第１四半期会計期間末における負債合計は、19億87百万円となり、前事業年度末に比べ76百万円

の減少となりました。その主な要因は、支払手形が１億34百万円減少したこと等によります。

(純資産)

当第１四半期会計期間末における純資産合計は、46億14百万円となり、前事業年度末に比べ54百万

円減少となりました。その主な要因は、利益剰余金が56百万円減少したこと等によります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

　
　

(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は13百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,000,000

計 14,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年６月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,098,000 4,098,000
大阪証券取引所

JASDAQ(スタンダード)
単元株式数　1,000株

計 4,098,000 4,098,000 ― ―

 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年２月１日～
平成24年４月30日

─ 4,098 ─ 456,300 ─ 340,700

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年１月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成24年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 157,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式3,936,000
　

3,936 ―

単元未満株式 普通株式 5,000
　

― ―

発行済株式総数 4,098,000 ― ―

総株主の議決権 ― 3,936 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が788株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 　 　 平成24年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
太洋基礎工業株式会社

名古屋市中川区柳森町107
番地

157,000― 157,000 3.83

計 ― 157,000― 157,000 3.83

　

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しておりま

す。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成24年２月１日から

平成24年４月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年２月１日から平成24年４月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見

て、当企業集団の財政状態及び経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない

程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。

①　資産基準 0.5％

②　売上高基準 1.0％

③　利益基準 0.7％

④　利益剰余金基準 0.4％

※　会社間項目の消去前の数値により算出しております。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年１月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年４月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,939,695 2,537,098

受取手形 266,023 ※１
 299,509

完成工事未収入金 1,289,441 1,423,802

未成工事支出金 236,165 304,860

その他 74,589 116,204

貸倒引当金 △28,280 △29,960

流動資産合計 4,777,636 4,651,514

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 142,758 140,119

機械及び装置（純額） 290,485 276,321

土地 902,155 902,155

その他 10,271 14,398

有形固定資産合計 1,345,671 1,332,995

無形固定資産 9,287 8,864

投資その他の資産

投資有価証券 259,825 265,748

破産更生債権等 54,704 48,277

その他 403,913 409,241

貸倒引当金 △117,998 △114,372

投資その他の資産合計 600,445 608,895

固定資産合計 1,955,403 1,950,754

資産合計 6,733,040 6,602,269

負債の部

流動負債

支払手形 629,686 495,508

工事未払金 552,241 631,256

1年内返済予定の長期借入金 124,763 110,524

未払法人税等 76,894 27,556

未成工事受入金 55,652 105,823

賞与引当金 31,436 70,150

役員賞与引当金 26,500 6,187

工事損失引当金 16,653 20,743

その他 256,881 240,473

流動負債合計 1,770,708 1,708,224
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年１月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年４月30日)

固定負債

長期借入金 52,832 29,498

退職給付引当金 142,157 149,186

役員退職慰労引当金 94,374 96,714

資産除去債務 3,980 4,000

固定負債合計 293,344 279,398

負債合計 2,064,053 1,987,622

純資産の部

株主資本

資本金 456,300 456,300

資本剰余金 340,700 340,700

利益剰余金 3,903,765 3,847,399

自己株式 △48,523 △48,523

株主資本合計 4,652,241 4,595,875

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16,745 18,770

評価・換算差額等合計 16,745 18,770

純資産合計 4,668,986 4,614,646

負債純資産合計 6,733,040 6,602,269
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成23年２月１日
　至 平成23年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成24年２月１日
　至 平成24年４月30日)

完成工事高 2,413,924 1,933,015

兼業事業売上高 540 1,428

売上高合計 2,414,465 1,934,443

完成工事原価 2,006,134 1,789,525

兼業事業売上原価 501 663

売上原価合計 2,006,636 1,790,188

完成工事総利益 407,790 143,489

兼業事業総利益 39 765

売上総利益合計 407,829 144,255

販売費及び一般管理費 163,974 161,491

営業利益又は営業損失（△） 243,854 △17,236

営業外収益

受取利息 34 13

受取賃貸料 3,328 17,110

生命保険配当金 4,736 5,716

その他 6,524 1,752

営業外収益合計 14,625 24,592

営業外費用

支払利息 864 401

賃貸費用 3,457 14,126

その他 － 0

営業外費用合計 4,322 14,527

経常利益又は経常損失（△） 254,157 △7,171

特別利益

固定資産売却益 0 1,414

特別利益合計 0 1,414

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,998 －

固定資産除却損 － 295

特別損失合計 2,998 295

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 251,160 △6,051

法人税、住民税及び事業税 151,560 26,530

法人税等調整額 △41,213 △25,468

法人税等合計 110,346 1,061

四半期純利益又は四半期純損失（△） 140,813 △7,113
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【追加情報】

　
当第１四半期累計期間

(自  平成24年２月１日  至  平成24年４月30日)

　当第１四半期会計期間の期首以後に行なわれる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日)を適用しております。

　

　
【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
前事業年度度

(平成24年１月31日)
当第１四半期会計期間
(平成24年４月30日)

＿＿＿＿＿ ※１　四半期会計期間末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しています。

　 なお、当第１四半期会計期間末日が金融機関の休

日であったため、以下の四半期会計期間末日満期

手形が、四半期会計期間末残高に含まれておりま

す。

　 　

　
受取手形 24,766千円

　

　

　

(四半期損益計算書関係)

　

前第１四半期累計期間
(自　平成23年２月１日 
  至　平成23年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成24年２月１日
　至　平成24年４月30日)

　１当社の完成工事高は、通常の営業形態として、契約に

より工事の完成引渡しが、第４四半期会計期間に集

中しているため、第１四半期会計期間から第３四半

期会計期間における完成工事高に比べ第４四半期会

計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節

的変動がありますが、工事進行基準に基づく売上高

が工事の進捗度に応じて分散される割合が高まるた

め、季節的変動は軽減される傾向にあります。

 

　１

同左
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自　平成23年２月１日 
  至　平成23年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成24年２月１日
　至　平成24年４月30日)

　
減価償却費 35,679千円

　
減価償却費 38,872千円

　

　
(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自  平成23年２月１日  至  平成23年４月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年４月26日
定時株主総会

普通株式 49,26512円50銭平成23年１月31日 平成23年４月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

当第１四半期累計期間(自  平成24年２月１日  至  平成24年４月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年４月26日
定時株主総会

普通株式 49,25212円50銭平成24年１月31日 平成24年４月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期累計期間(自  平成23年２月１日  至  平成23年４月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
特殊土木工事等事業 住宅関連工事事業 機械製造販売等事業

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,472,004 941,920 540 2,414,465

  セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ―

計 1,472,004 941,920 540 2,414,465

セグメント利益又は損失
(△)

253,842 △10,014 27 243,854

(注)  セグメント利益又は損失(△)の合計は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

　

　

Ⅱ  当第１四半期累計期間(自  平成24年２月１日  至  平成24年４月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
特殊土木工事等事業 住宅関連工事事業 機械製造販売等事業

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,018,973 914,041 1,428 1,934,443

  セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ―

計 1,018,973 914,041 1,428 1,934,443

セグメント利益又は損失
(△)

△20,699 2,773 690 △17,236

(注)  セグメント利益又は損失(△)の合計は四半期損益計算書の営業損失(△)と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成23年２月１日
至  平成23年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成24年２月１日
至  平成24年４月30日)

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失金額(△)

35円73銭 △１円81 銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) 140,813 △7,113

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又期純損失金額(△)(千円) 140,813 △7,113

普通株式の期中平均株式数(株) 3,940 3,940

(注)　前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないた

め記載しておりません。また、当第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

　

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年６月14日

太洋基礎工業株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士  　宮　　本　　正　　司    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中　　村　　哲　　也    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太洋
基礎工業株式会社の平成24年２月１日から平成25年１月31日までの第46期事業年度の第１四半期会計期間

（平成24年２月１日から平成24年４月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年２月１日から平成24年
４月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四
半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、太洋基礎工業株式会社の平成24年４月30日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が
すべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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